第１４章　物価及び家計
卸売物価の動向
　昭和59年平均の大阪市内卸売物面指数（商工会議所調べ）は、132.0（昭和50年を100とする）となり、昭和58年に比べ0.2パーセントの上昇となった。
　前年比が微騰した主な要因としては、需給調整によって綿糸、紡毛糸が上昇し、関連製品が強含み、酒類、乗用車、政府管理米などの値上げが挙げられる。
　類別にみると、下落したものとしては、水産加工品のマイナス9.3パーセント、非鉄のマイナス5.3パーセント等がある。
　一方、上昇したものとしては、原糸の6.6パーセント、嗜好品の5.9パーセント等がある。
消費者物価の動向
　昭和59年平均の大阪市消費者物価指数は、総合指数で112.4（昭和55年を100とする）となり、昭和58年に比べ2.6パーセントの上昇となった。
　過去５年間の対前年上昇率をみると、54年3.4パーセント、55年7.2パーセント、56年4.9パーセント、57年2.6パーセント、58年1.9パーセントとなっており、第二次石油危機の影響により55年に高い上昇率を示したあと、56年以降急速に鎮静化を続けた物価は、59年には2.6パーセントと58年に比べ若干上回ったものの、大阪市の消費者物価は引き続き安定基調を維持している。
　59年平均の消費者物価が前年より高い上昇率を示した要因としては、健康保険法の一部改正等により保健医療が4.3パーセント、放送受信料等の値上がりにより教養娯楽が3.6パーセント、私立大学の授業料等の値上がりにより教育が3.4パーセント等とそれぞれ上昇したためである。
　内訳をみると、光熱・水道では水道料が16.7パーセント、保健医療では医薬品が8.1パーセント、交通通信では交通が7.3パーセント等と大きな上昇を示している。
　次に、消費者物価の地域差を６大都市別にみると、全国を100として、東京都区部109.6 （食料106.1）、横浜市107.7（同106.7）、京都市103.3（同104.3）、大阪市102.5（同102.6）､名古屋市102.6（同103.5）、神戸市102.5（同102.1）の順となり、総合では東京都区部、食料では横浜市が最も高くなっている。
家計の動向
　昭和59年の大阪府の勤労者世帯の家計についてみると、１か月当たりの実収入は43万2756円で、前年比名目プラス8.7パーセント、実質プラス5.9パーセントと大きく伸びたが、非消費支出（税金や社会保障費など）の伸びがそれ以上であったため、可処分所得は、36万5833円と、前年比名目プラス7.4パーセント、実質プラス4.7パーセントの伸びにとどまった。
　世帯主の定期収入は28万9341円で、名目プラス5.9パーセント、実質プラス3.2パーセントの増加であったが、賞与は７万1487円で名目プラス10.8パーセント、実質プラス8.0パーセントとかなり大幅な増加を示し、世帯主収入を押し上げた。
　妻の収入は２万6429円で、前年比名目プラス34.6パーセント、実質プラス31.2パーセントとなった。実収入に占める割合も前年の4.9パーセントから6.1パーセントと56年以降急テンポで増加を続けている。
　支出の面では、消費支出が28万5452円と前年比名目プラス5.7パーセント、実質プラス3.0パーセントと可処分所得の伸びに比べて小さく、家計は緊縮型であったといえる。
　消費支出を費目別にみると、被服及び履き物が４年ぶりに実質増加となったほか、食料、保健医療、教育、その他の消費支出が増加に転じた。実質で高い伸びを示したものは、教育の16.2パーセント、住居の10.8パーセント、光熱・水道と保健医療の6.9パーセント、交通通信の5.9パーセントの順となっている。実質で減少したものは教養娯楽マイナス0.6パーセントのみであった。
　一方、消費支出に含まれない土地家屋借金返済（住宅ローン返済）は、前年の１万4197円から１万7069円と20.2パーセント増加し、家計の圧迫要因となった。
　エンゲル係数（消費支出に占める食料費の割合）は27.8パーセントで、昭和51年以来低下し続けている。
